
生活弱者の立場に立って生活保護の対応を 

 国保医療費一部減免制度の活用図るべき 
－市議会６月定例会での高橋美博議員の一般質問から

    

生活保護制度生活保護制度生活保護制度生活保護制度のののの運用運用運用運用についてについてについてについて    
生活保護世帯生活保護世帯生活保護世帯生活保護世帯のののの急増急増急増急増―2008 年のリーマンショックに端を発した

世界的な金融危機による景気後退を背景に、「派遣切り」など

生活基盤の弱い弱者を直撃。生活保護の申請が急増し、過去最

多を記録している。09年 11月現在、非保護世帯数は約 129万 3

千世帯、保護率１４．０パーミーとなっている。  

問問問問 袋井市でも今年１月現在１４１世帯、２１３人と平

成１７年と比べ、世帯数で６２％増、人数で７３％増

となっているが、ケースワーカー１人当り受け持ち世

帯数８０世帯、申請受理から決定まで１４日間との法

令基準を遵守できているか。 

答答答答 ５月末現在保護世帯数は１６２世帯で、ケースワー

カーは４人、その他臨時職の相談員３人を加え７人の

体制であたっており、要員的には足りている。保護の

要否の決定は１４日以内、必要な場合３０日まで延長

できる規定であり、期限内に決定をしている。 

問問問問    住居がないといった方への対応はどうか。 

答答答答    市内の不動産業者を紹介するなどの支援している。 

問問問問 生活保護決定までの手持ちのお金もないという方

への対応はどうか。 

答答答答 社協の緊急小口資金貸付金などの斡旋をし、食べ物

に困っている方には非常食を配布している。 

問問問問    移動中に交通費がなくなった方を援助する行旅者

旅費支給の根拠と件数はどうか。 

答答答答    本市では切符３２０円分を渡している。平成２１年

は３０件あった。しっかりした根拠を持つことが必要

であり、要綱の制定を検討したい。 

 

国保医療費一部負担金減免制度国保医療費一部負担金減免制度国保医療費一部負担金減免制度国保医療費一部負担金減免制度のののの改善改善改善改善をををを    
        国民健康保険法の規定では、保険者は特別の理由がある
被保険者で、保険医療機関等に一部負担金が困難であると

申請したものに、一部負担金の減免または猶予措置をとるこ

とが出来るとされている。袋井市の国保給付規則にも同様

の規定もあるが実際の運用実績はこれまでない。 

問問問問 昨年７月厚生労働省から「生活に困窮する国民健康

保険の被保険者に対する対応について」という通知が

だされている。そのなかに一部負担金減免等の適切な

運用がうたわれているが本市の対応はどうか。 

答答答答    医療費の一部減免の取り扱いについては今後も大

変厳しい経済情勢が続くことから、運用の課題を整理

し、減免基準や他市の事例を参考にして整備をはかり

ＰＲ等にも務めたい。 

問問問問    市民が活用しやすいようにするために医療機関へ

の制度の周知や市民への広報が必要ではないか。 

答答答答    本制度を市民のセーフティネットの一つとして機

能させていくために医療機関、生活保護及び国保担当

部門の連携を図り広報やＨＰでも広くＰＲしていく。 

問問問問    すでに申請もだされており、すみやかな判断が必要

ではないか。    

答答答答    減免基準が現在明確でなく、他市の状況を確認しなが

ら運用の課題を整理し、基準の整備を進めていきたい。 

    

いのししによるいのししによるいのししによるいのししによる農作物被害防止対策農作物被害防止対策農作物被害防止対策農作物被害防止対策をををを    
鳥獣被害防止特別措置法鳥獣被害防止特別措置法鳥獣被害防止特別措置法鳥獣被害防止特別措置法―国は年々増え続ける野生鳥獣によ
る被害の深刻化・広域化に対応するため平成２０年２月に施行。

同日被害防止のための施策を実施するための基本的指針を公

表した。法に基づき被害防止計画を定めた自治体は国の鳥獣

被害防止総合対策交付金を受けることができる。 

イノシシによる被害は県の調査では平成２０年度農作物の鳥

獣による被害額は４億１７５万円、被害面積は２０３７ｈａに達し、そ

の内イノシシによる被害額は５７％を占め最も多い。 

問問問問    近年の温暖化、山間部の過疎化などの要因により全

国的に被害が増加しているが、本市の被害状況はどう

か。また市の対応策はどうか。 

答答答答    昨年度イノシシによる被害状況は三川地区など１

６件の出没情報があった。今年になって法多豊沢地区

など南部地域でも出没が目立ち始めている。対応策は

猟友会・警察と連携しながら追い払いを行っている。 

問問問問    被害防止計画は県内でもすでに１６の自治体で策

定済みもしくは協議中となっている。森町は策定済み

で、地域協議会設置も進めている。本市でも被害防止

計画の策定や対策協議会設置の考えはないか。    

答答答答    被害防止総合交付金は狩猟免許講習会実施や箱わ

な等捕獲機材購入になどの事業に活用できる。本市も

この交付金の活用も視野に入れながら計画策定、協議

会設置について研究していきたい。 

問問問問    森町、磐田市ともに有害鳥獣捕獲委託料を毎年予算

化し、猟友会に委託し捕獲を行っている。本市も箱わ

な等を購入し取り組むことはどうか。 

答答答答    まずは猟友会と相談したい。 

問問問問    有害鳥獣の侵入を防ぐ防護柵や電気柵設置に対し

森町と磐田市は補助制度を設けている。本市でも実施

できないか。 

答答答答    今後の被害状況を見て検討していきたい。 
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